
資料３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枚方市地域包括支援センター運営候補者選定基準における 

評価解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月           

枚方市役所 健康福祉部 健康づくり課作成 



資料３ 

 

 

 

目次 

 

１．センターの運営方針及び運営理由 

（１）センターの運営方針                                      １ページ 

（２）本市でセンター運営する理由（応募動機） 

（３）センター運営における公正性・中立性                           ２ページ 

 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

（４）地域ケア会議の運営について 

（５）総合相談におけるワンストップサービスについて                      ３ページ 

（６）多職種協働でのチームアプローチについて                         ４ページ 

（７）地域ネットワーク構築を踏まえたインフォーマルサービスとの連携について      ５ページ 

（８）地域住民への啓発・交流活動について 

（９）介護支援専門員に対する個別的ケアマネジメント支援について            ６ページ 

（１０）成年後見制度について                                   ７ページ 

（１１）困難事例の対応について                                  ８ページ 

（１２）介護予防ケアマネジメントについて 

（1３）高齢者虐待の対応について                                ９ページ 

（1４）在宅医療・介護連携の推進における多職種との連携について           １０ページ 

（１５）生活体制整備事業（第２層協議体）について 

（１６）認知症施策の推進における認知症地域支援推進員やチームオレンジの活動について    

                                                                     １１ページ 

（１７）要支援者に対する介護予防支援業務について                          １２ページ 

 

３．コンプライアンス・個人情報保護の考え方 

（１８）コンプライアンスに関する考え方 

（１９）個人情報保護に関する考え方                              １３ページ 

 

４．人材の確保・育成 

（２０）職員配置                                                        １４ページ 

（２１）職員の離職対策                                      １５ページ 

（２２）人材の育成 

 

５．地域における法人実績 

（２３）保健・福祉・医療分野における法人の取組み                     １６ページ 

 



資料３ 

1 

 

評価項目 

１． センターの運営方針及び運営理由 

評価内容 

（１） センターの運営方針 

評価の視点 

地域住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域住民を包

括的に支援する考え方が適切で具体的に述べられている。 

 

センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うこと

により、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として、包

括的支援事業等を地域において一体的に実施する役割を担う中核的機関として設置されるも

のです。 

 

 

評価項目 

１． センターの運営方針及び運営理由 

評価内容 

（２）本市でセンター運営する理由（応募動機） 

評価の視点 

ひらかた高齢者保健福祉計画 21（第９期）の考え方を理解した上、センターを運営する理由が

述べられている。 

 

ひらかた高齢者保健福祉計画 21（第９期）において、地域包括ケアシステムは、高齢者が可

能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、

医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制であ

ると示されています。 

地域包括ケアシステムの深化・推進を目標として、高齢者の自立を支援し、生活の多様なニ

ーズに応えるとともに、専門職による自立支援のみならず、多様なサービスを介護予防・日常生

活支援総合事業の対象と位置づけ、地域での社会活動や助け合い活動を活性化し、高齢者

自身の生きがいや介護予防につなげていくことが重要です。 
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評価項目 

１． センターの運営方針及び運営理由 

評価内容 

（３）センター運営における公正性・中立性 

評価の視点 

介護予防サービス事業者の選定や居宅介護支援事業者との連携において特定の事業者に偏

ることがないよう、センターの運営における公正性・中立性について具体的に述べられている。 

 

センターは、介護保険制度をはじめとする介護・福祉行政を担う「公益的な機関」として、公正

で中立性の高い事業運営を行う必要があります。特定の事業者等に不当に偏ったような活動は

あってはなりません。センターの運営費用が、介護保険料や国・地方公共団体の公費によって

まかなわれていることを十分に認識したうえでの活動が求められます。 

 

 

評価項目 

２． センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（４）地域ケア会議の運営について 

評価の視点 

個別ケースの支援内容や地域の実情に応じた事項を検討する場であることを理解しており、地 

域ケア会議の運営について具体的に述べられている。 

 

介護保険法において、地域ケア会議は、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務を効果的 

に実施するための手法であり、支援が必要な高齢者等への適切な支援を行うための検討を多

様な関係者間で行うとともに、個別ケースの検討によって把握・共有した地域課題を地域づくり

や政策形成に結びつけることを目的として実施するものです。 

センターは、地域ケア会議を包括的・継続的ケアマネジメント支援業務での活用に限定するこ

となく、「個別課題解決」、「ネットワーク構築」、「地域課題発見」、「地域づくり・資源開発」及び

「政策形成」といった機能を十分理解したうえで発揮し、地域包括ケアの推進に活用することが

求められます。 
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評価項目 

２． センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（５）総合相談におけるワンストップサービスについて 

評価の視点 

相談からサービス調整に至る機能を有するワンストップサービスの拠点としての役割を理解して

おり、総合相談の取組内容について具体的に述べられている。 

 

総合相談とは、地域に住む高齢者の様々な相談をすべて受け止め、適切な機関、制度、サ

ービスにつなぎ、継続的にフォローすることです。また、地域包括ケアとしての継続支援の入り口

となります。地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくこと

ができるようにするため、どのようなサービスを利用してよいかわからない場合にもセンター１か所

に相談すると、あらゆるサービスの調整まで可能になるといったワンストップサービス拠点としての

役割も期待されています。 

相談を受けることが総合相談の始まりであるため、地域に出向きネットワークを構築してセンタ

ーに相談が寄せられる環境を整えることが必要です。そして、多様な相談内容を的確に把握・

分類し、適切な支援を検討するために初期段階での対応（「信頼関係の構築」、「的確な状況の

把握」、「緊急性の判断」、「チームでの検討」）が重要です。 
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評価項目 

２． センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（６）多職種協働でのチームアプローチについて 

評価の視点 

センターの専門職が横断的に高齢者を支援する考え方を理解しており、多職種協同でのチー

ムアプローチによる取組内容について具体的に述べられている。 

 

センターには、様々な悩み、課題を抱えた高齢者についての相談が寄せられます。それは、

高齢者自身に関するものであったり、家族関係にかかわるものであったり、内容、解決の難易度、

背景の深浅などいずれをとっても多岐にわたります。 

こうした悩みや課題を、業務ごとに切り分け、各専門職がそれぞれの専門分野に関する課題

にのみ対応するのでは、専門の狭間に置かれ、抜け落ちる課題が生じるとともに、継続的に一貫

した支援を行っていくことが難しくなります。これでは、地域包括ケアが提供されていることにはな

りません。 

高齢者に対して地域包括ケアを提供するためには、それぞれの専門職が「縦割り」で業務を

行うのではなく、センター全体で情報の共有や相互の助言等を通じ、各専門職が支援の目標に

向かって連携して横断的に対応することが必要です。これが、センターにおけるチームアプロー

チの考え方です。 

センターで働く各専門職は、保健師等が「介護予防ケアマネジメント」、社会福祉士等が「総

合相談支援」、「権利擁護」、主任介護支援専門員等が「包括的・継続的マネジメント」を担当し

ているということではなく、「３人の専門職」が「４つの業務」を担当し、包括的に高齢者を支えてい

るという意識の上で業務に従事する必要があります。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（７）地域ネットワーク構築を踏まえたインフォーマルな社会資源との連携について 

評価の視点 

地域ネットワーク構築の重要性を理解しており、インフォーマルな社会資源との連携について具 

体的に述べられている。 

 

センターは、地域においてネットワークを構築するなかで、地域住民によるボランティア団体、

老人会、交流サロン等のインフォーマルな社会資源と連携することによって、効率的・効果的に

住民の実態把握を行い、地域において支援を必要としている高齢者の発見につなげることがで

きます。また、高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続するためには、介

護保険制度等のフォーマルサービスだけでなく、認知症カフェや集いの場などの高齢者の受け

皿としてインフォーマルな社会資源を活用することが重要であり、連携できる体制づくりを行う必

要があります。 

 

 

評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（８）地域住民への啓発・交流活動（介護予防、認知症、在宅医療・介護連携等）について 

評価の視点 

地域住民へ啓発・交流活動を行う目的を理解しており、啓発活動等に関する取組内容につい

て具体的に述べられている。 

 

地域住民をはじめ自治会、ボランティア団体、老人クラブ等に対して「介護予防」「認知症」

「人生会議（ACP）」等に関する教室・講座の開催やパンフレットの配布等を通して啓発活動を行

うことにより、様々な市の事業やセンターの取組みに係る関心の向上を図ることができます。また、

自治会や老人クラブの会合、お祭りや消防訓練等の地域の行事等、多様な機会を活用して、

地域住民と接触する機会を計画的に確保し、センターに関する理解が深まるように働きかけるこ

とにより、新たなネットワークの構築にもつながります。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（９）介護支援専門員に対する個別ケアマネジメント支援について 

評価の視点 

地域の介護支援専門員からの相談や支援を行う役割を理解しており、個別ケアマネジメント支

援について具体的に述べられている。 

 

地域の介護支援専門員は、職場内にスーパーバイザー（専門職の相談役）を持たない場合

が少なくありません。個別事例の対応等の判断に迷っても頼れる存在が不在であったり、多様な

問題を一人で解決しなければならない場合もあります。こうしたことによって重圧を感じている介

護支援専門員が悩みを相談することにより、不安を解消できるような体制を整備し、また、介護

支援専門員同士のネットワークを構築することが必要です。 

 その他、介護支援専門員が抱えている事例に応じてセンターによる支援は様々な内容が考え

られます。研修や事例検討会を開催することによってケアマネジメントの実践力向上を図ること

や、ケアプラン作成指導を通してケアマネジメントの指導を行うことも支援の一つと言えます。 

支援するに当たり、介護支援専門員の業務を肩代わりするのではなく、介護支援専門員のス

キルアップと複雑な課題を抱える利用者や家族への支援につながる内容を意識することが重要

です。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（10）成年後見制度について 

評価の視点 

適切な介護サービスの利用、金銭管理、法律的行為などの支援に繋げるための成年後見制度

の活用について具体的に述べられている。 

 

センターの権利擁護業務の目指すものは、誰もが住みなれた地域で尊厳ある生活と人生を

維持することができるという当たり前の願いを実現していくことです。 

高齢者が地域生活に困難を抱えた場合、地域住民、民生委員、介護支援専門員等がその

支援に関わり、適切な介護保険サービス等を利用するなどして生活の維持を目指していくことに

なります。しかし、実際にはそれらの人たちの支援だけでは十分に問題が解決できなかったり、適

切なサービス等につながる方法が見つからなかったりして、問題を抱えたまま生活している場合

があります。 

その中の１つとして、認知症等によって判断能力の低下が見られ、適切な介護サービスの利

用や金銭管理、法律的行為などの支援を受られていない事例があります。センターは制度に関

する情報の収集や整理を日ごろから行い、必要に応じて制度を活用する必要があります。 

制度の活用に当たってセンターの役割は様々ですが、制度の普及活動をはじめ、判断能力

が低下している高齢者を把握した場合、高齢者の生活状況等を踏まえ制度を利用する必要性

の判断を行うとともに、必要に応じて市や関係機関と連携して申立て支援を行う必要がありま

す。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（11）困難事例の対応について 

評価の視点 

より迅速かつ丁寧な相談対応、様々なネットワークの活用、見守りの役割分担などを踏まえた

困難事例の対応について具体的に述べられている。 

センターによる困難事例の対応について、「実態把握」、「各専門職が連携した対応策の検

討」及び「ネットワークを活用した見守り」が重要であり、より迅速かつ丁寧な相談対応を踏まえた

様々なネットワークや制度を駆使することが必要です。 

困難事例は、問題が重層的なものや主訴が不透明の中で迅速な対応を求められることも予

想されるので、緊急性を判断した上で、「まず、どのような支援のために、なにを重点的にアセス

メントしていくか。」を判断し実態把握することが必要です。 

実態把握を踏まえ、センターは様々なネットワークを駆使し、多様な専門職が連携することで

重層的な課題への対応策を検討する必要もあります。 

困難事例の対応には長期的な見守り体制の構築が重要であり、地域において当該困難事例

に対応するための関係者によるチームを構成し、それぞれの関係者の役割を明確にしつつ、定

期的に会議を開くなどして情報の共有・連携が求められます。 

 

 

評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（12）介護予防ケアマネジメントについて 

評価の視点 

自立支援の考え方を理解しており、介護予防ケアマネジメントについて具体的に述べられてい

る。 

 

 介護予防ケアマネジメントは、介護予防の目的である「高齢者が要介護状態となることをできる

限り防ぐ（遅らせる）」「要支援・要介護状態になってもその悪化をできる限り防ぐ」ために、高齢者

自身が地域において自立した日常生活を送れるように支援するものです。 

 センターが本市における介護予防・日常生活支援総合事業を活用し、介護予防ケアマネジメ

ントを実施する当たって、高齢者の生活上の困りごと（課題）に対して、単にそれを補うサービス

を当てはめたり要望や希望を叶えるだけではなく、困りごとの本質を見極めて課題をクリアし、当

該高齢者が目指すべき目標を達成するためには、どのようなサービスが適切であるかといった

自立支援の視点を持ち支援を行うことが重要です。また、健康管理を含めたセルフケアの推進

や地域とのつながりづくりも意識したインフォーマルな社会資源を活用していくことも重要です。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（13）高齢者虐待の対応について 

評価の視点 

市との連携・役割分担、虐待防止ネットワークの構築等を踏まえ高齢者虐待防止を推進する役

割を理解しており、高齢者虐待の対応について具体的に述べられている。 

 

高齢者虐待防止法の目的は「高齢者の権利利益の擁護」とされ、虐待を受けている高齢者

の保護だけでなく、虐待防止の観点から養護者への支援についても示されています。 

高齢者虐待に対応する中で重要となるのが早期発見・早期対応や予防的支援です。これら

を実践するためには地域や関係機関等との連携・協力が必要と考えられます。具体的には既存

のネットワークを活用して高齢者虐待防止の啓発を行うことや、高齢者をより近くで支援する事

業者と意見交換することを踏まえ、虐待事例に対応する際の役割意識やアプローチ方法を共有

しておくことで、より迅速な対応につなげることができます。 

国が示すマニュアルにおいては、民生委員、地域住民、社会福祉協議会、介護保険サービ

ス事業者、法律関係者、医療機関等の様々な関係機関が参加するネットワークを必要に応じて

構築することが、虐待対応や虐待防止に寄与すると示されているため、センターは地域の連携

体制を踏まえ、不足しているネットワークがある場合にはその構築に取り組む必要があります。 

高齢者の身近な地域の専門機関であるセンターは、相談を受け、課題を明確にし、計画的な

支援を実施しながら、モニタリング・評価を行い、終結していくことが期待されます。また、高齢者

虐待防止の本来の目的である人権・権利侵害を解消するという目的から逸れないようにしなが

ら、必ず市との連携・協働や、緊急性を常に意識した対応が求められます。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（14）在宅医療・介護連携の推進における多職種との連携について 

評価の視点 

地域における在宅医療・介護連携を推進する役割を理解しており、医療機関や介護事業所等

など多職種との連携について具体的に述べられている。 

 

在宅医療・介護連携推進とは、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた

地域で、自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよう、切れ目のない在宅医療と介護の

提供体制を構築するため、住民や地域の医療・介護関係者と地域の目指すべき姿を共有しつ

つ、医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進することを目的としています。 

これから慢性的な疾患をもつ高齢者の増加とともに、医療ニーズと介護ニーズを併せもつ高

齢者の更なる増加が見込まれます。医療と介護を一体的・効果的に提供していくためには、セン

ターが中心となって支援を必要とする対象者を適切に把握し、出前講座や懇談会等を通して、

医療と介護関係者の円滑な連携に向けた情報共有を行うとともに、センターが事務局を務める

多職種連携研究会において、医療・介護関係者の「顔の見える関係」を強化し、地域課題の抽

出や検討を行うことが重要です。 

 

 

評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（15）生活支援体制整備事業（第２層協議体）について 

評価の視点 

多様な日常生活上の支援体制の充実・強化と高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていく 

生活支援体制整備事業について具体的に述べられている。 

 

生活支援体制整備事業（第２層協議体）は、日常生活圏域で生活支援サービスを担う事業

者と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進

を一体的に図っていくことを目的としています。 

生活支援体制整備事業を推進するに当たって、センターは、地域において生活支援サービ

スの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす生活支援コーディネーターと連携す

ることにより、住民ニーズの把握と創出したサービス資源あるいは取組みとのマッチング、情報集

約等を行い、それぞれのサービス提供主体の間で役割分担や連携が可能となるよう支援体制

を構築する必要があります。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（16）認知症施策の推進における認知症地域支援推進員やチームオレンジの活動について 

評価の視点 

地域における認知症施策を推進する役割を理解しており、認知症地域支援推進員やチームオ

レンジの地域での活動について具体的に述べられている。 

 

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域でよい環境のもと自分らしく暮らし

続けることができるためには、認知症の容態の変化に応じ、すべての期間を通じて、必要な医療、

介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネットワークを形成し、認知症の人と家

族への効果的な支援が行われる体制を構築することが重要です。 

センターには、医療機関、介護サービス事業者、認知症サポーター等地域において認知症の

人を支援する関係者の連携を図るための取組みを担う認知症地域支援推進員が配置されま

す。認知症地域支援推進員を中心として、医療・介護の連携強化を行い、地域における支援体

制の構築と認知症ケアの向上を図る役割を担うことになります。 

その他のセンターの役割として、認知症サポーター養成講座の実施だけでなく、センターが開

催する認知症サポーターステップアップ講座を受講した認知症サポーターが、認知症の人やそ

の家族に対する生活面における早期からの支援等を行う取り組みであるチームオレンジを整備

し、その運営を支援することも挙げられます。 

市の認知症施策を推進していくに当たって中核的な役割を担うセンターは、認知症地域支援

推進員の活動内容やチームオレンジの整備・運営支援について適切に把握する必要がありま

す。 
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評価項目 

２．センターの業務に対する取組方針・考え方 

評価内容 

（17）要支援者に対する介護予防支援業務について 

評価の視点 

要支援者を対象としたプラン作成等の業務内容を理解しており、介護予防支援業務について

具体的に述べられている。 

 

介護予防支援業務とは、市がセンターに委託して実施する業務ではなく、市がセンターを「指

定介護予防支援事業者」として指定した上、センターが実施する業務を指します。 

介護予防支援の基本的な取扱方針は３点あり、まず、利用者の介護予防に資するように行う

とともに、医療サービスとの連携に十分配慮が必要であること。次に、介護予防の効果を最大限

に発揮し、利用者が生活機能の改善を実現するための適切なサービスを選択できるよう、目標

志向型の介護予防サービス計画を策定すること。最後に、センターは自らその提供する指定介

護予防支援の質の評価を行い、常にその改善を図ることが掲げられています。センターは、これ

らの取扱方針に則った業務を実施しなければなりません。 

実際の業務について、介護予防ケアマネジメント業務における考え方やプロセスと基本的に変

わらず、自立支援の視点を適切に理解した上、アセスメント、プラン作成、サービス担当者会議

の開催、プランの実行、モニタリング等を実施する必要があります。 

 

 

評価項目 

３．コンプライアンス・個人情報保護の考え方 

評価内容 

（18）コンプライアンスに関する考え方 

評価の視点 

コンプライアンスに関する考え方を理解しており、内容が具体的である。 

 

コンプライアンスには、「狭義のコンプライアンス」と「広義のコンプライアンス」があります。「狭

義のコンプライアンス」とは、法令順守を意味し、法律や条例などに明示されていることをしっかり

守るということを指します。「広義のコンプライアンス」とは、法律や条例など決められたルールを

しっかり守ることに加えて、社会良識や社会ルールの順守など、法律や条例などに明示されてい

ないことに、積極的、自主的、誠実に対応することを指します。 

センターは条例等の関係規則や業務委託契約に係る仕様書に基づき適切に業務を実施しま

すが、業務を安定して継続していくために必要とされる社会的信頼を得る手段として、法人倫理

または企業倫理を積極的に実践することが重要です。そのため法人は「狭義のコンプライアン

ス」だけではなく「広義のコンプライアンス」を理解している必要があります。 
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評価項目 

３．コンプライアンス・個人情報保護の考え方 

評価内容 

（19）個人情報保護に関する考え方 

評価の視点 

個人情報保護に関する考え方を理解しており、内容が具体的である。 

 

センターは、高齢者の心身の状況や、家族の状況等を幅広く知りうる立場にあります。その情

報管理には、万全を期することが求められます。 

 センターで介護予防支援事業の対象者の把握を行ったり、高齢者や家族の実態把握を行っ

たりする際には、センター職員が直接高齢者の元へ出向くだけではなく、医療機関、民生委員、

自治会、社会福祉協議会等、センターを取り巻く地域の様々なネットワークを通じて行うことが必

要となります。支援に必要な範囲の関係者に対して、これらの情報を提供してもよいかどうかに

ついては、あらかじめ、本人の同意を得ておくことが必要です。 

 こうした同意については、トラブルを防止する観点からも書面で求めておくことが望ましいと考え

られます。 
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評価項目 

４．人材の確保・育成  

評価内容 

（20）職員配置 

評価の視点 

センターでの業務経験者や各専門資格を活かした業務経験者が複数配置される予定である。 

 

センターでの業務経験者が配置される場合や各専門職の資格を活かした業務経験が豊富な

職員が配置されることは、円滑なセンターの運営につながるため、配置を予定されている職員の

経験等は重要です。 

この評価内容については、選定基準（資料①－３）で示している A から E の５段階を用いて評

価するのではなく、提出書類⑥「職員配置計画書」を参照の上、別に設けた基準を用いて評価

します。評価者によって評価に差が生じることのない基準を用いるため、事務局が採点作業を行

います。 

まず、センター所長兼指定介護予防支援事業所の管理者（以下「センター所長」という。）、

保健師等、社会福祉士等及び主任介護支援専門員として配置を予定される４者にそれぞれ３

点（12 点満点）を配分します。 

センター所長については、「センター所長としての業務経験がある」場合に３点、「事業所等で

管理業務の経験がある」場合に２点、「それ以外」は１点の評価とします。 

各専門職については、「センターでの業務経験が１年以上ある」場合は３点、「資格を活かした

業務経験がある」場合は２点、「資格を持っている」場合は１点の評価とします。 

 

評価基準（センター所長） 

配点

3

2

1

基準

センター所長としての業務経験がある

事業所等で管理業務の経験がある

それ以外
 

評価基準（各専門職） 

配点

3

2

1

基準

センターでの業務経験が１年以上ある

資格を活かした業務経験がある

資格を持っている（令和８年３月31日までに
資格を取得する予定の者を含む）
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採点するに当たり、提出書類⑥「職員配置計画書」における項番１「配置見込（現在、法人に

所属する職員を配置する場合）」と項番２「募集予定（今後、募集等を行い雇用した者を配置す

る場合）」を確認します。項番１にチェックがある場合は上記選定基準に基づき採点し、項番２に

チェックがある場合は 0点とします。 

なお、保健師等、社会福祉士等、主任介護支援専門員等のうち、いずれかの職種の職員が

さらに１名配置されますが、仮に保健師等が配置され保健師等の職員が２名となる場合、いず

れか高い配点の基準を満たす職員を採用します。他の職種も同様です。 

 

 

評価項目 

４．人材の確保・育成  

評価内容 

（21）職員の離職対策 

評価の視点 

職員の離職対策について、内容が実現可能かつ具体的である。 

 

センターの職員体制について、今後の高齢化の進展等に伴って増加するニーズに適切に対

応する観点から体制の強化を図ることが重要ですが、一方で職員の離職に伴い基準の配置人

数を満たさない場合も想定されます。新たに専門職を確保することは容易ではないことから、配

置している職員の長期的な雇用継続が重要となるため、法人における職員の離職防止が不可

欠です。 

 

 

評価項目 

４．人材の確保・育成  

評価内容 

（22）人材の育成 

評価の視点 

人材の育成について長期的な展望があり、内容が実現可能かつ具体的である。 

 

様々な課題に対応しながらサービスを向上させていくためには、職員一人ひとりが能力を高め、

組織力を向上させていくことが不可欠です。法人が実施する研修計画及び実績が、当該法人

の考える人材育成の長期的な展望に沿った内容である必要があります。 

 

 

 

 



資料３ 

16 

 

評価項目 

５．人材の確保・育成  

評価内容 

（２３） 保健・福祉・医療分野における法人の取組み 

評価の視点 

様々な分野における実績が示されている。 

 

地域包括ケアシステムは大きく、「医療」、「介護」、「介護予防」、「住まい」、「生活支援」の要

素で構成されています。 

安心して生活できる「住まい」という土台のうえで、生活を継続するために必要なのが「介護予

防・生活支援」です。そのうえで、専門職によってニーズに応じた「医療・看護」「介護・リハビリテ

ーション」「保健・福祉」といったサービスが提供されることで、五つの要素が相互に関係し連携し

合いながら、在宅生活を支えるしくみを構成します。 

以上のような構成となっている地域包括ケアシステムの深化・推進の中心的役割を果たすセ

ンターの運営を行う法人において、保健・福祉・医療分野における取組み（実績）は重要であり、

地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することに寄与します。 


